平成１８年　６月　　日
千葉県警察本部長　様

市川市福祉有償運送運営協議会

会　長　　　　　　　　　　
市川市長　　　　　　　　　　
要望書
（改正道路交通法による駐車違反に関する適用除外について）
　市川市では、国土交通省自動車交通局長による平成１６年３月１６日付国自旅第２４０号通知、通称ガイドラインに基づき、NPO等のボランティア団体、市民、タクシー事業者、学識経験者、行政等が参集する市川市福祉有償運送運営協議会を平成１７年１１月１５日に立ち上げ、介護保険法による「要介護者」「要支援者」、ならびに「身体障害者」「知的障害者」「精神障害者」等の、いわゆる移動困難者と定義される方々の日常生活での移動の問題について、その解決にあたっているところです。
　ところで、このたびの道路交通法の改正により、駐車違反の適用が厳格になるところとなり、NPO等のボランティア団体の移送サービスや、介護タクシーの活動に大きな影響を与えることが危惧されております。

今まさに市川市における移動困難者の問題解決に向けて市民と行政が同じテーブルに着き、協働でそのための協議を進めんと、数々の障壁を乗り越えて行くための体制を整えている矢先に、駐車違反という新たな問題が立ちふさがってきたのです。

これまで高齢者や障害者の移動を支えてきたNPOボランティア活動や介護タクシー等の活動では、運転者がその運転する車両から離れて、乗客の介助をする必要があります。また、駐車場等の無い駅前等の繁華街では、当然に目的の施設前での路上駐車の必要が生じます。
このような状況をご理解いただき、ハザードランプを点滅させたうえで、福祉有償運送の表示がされた自家用車両や、介護移送中の表示がされたタクシーが駐車している状況につきましては、このたびの改正による駐車違反の対象から除外していただきますようお願いいたします。
事務局：市川市福祉部地域福祉支援課　047-334-1152
（関係者ならびに関係団体）
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・特定非営利活動法人　×××××
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